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会計税務ニュースレター｜ NEWSLETTER 

お客様各位 

2026 年 6 月 30 日、ベトナム政府は、関連者間取引を行う企業に対する税務管理につい

て規定する政令第 255/2026/NĐ-CP 号（以下「政令第 255 号」）を公布しました。 

本政令は 2026 年 7 月 1 日から施行され、2026 年度の法人所得税の課税期間から適用

されます。 

以下、政令第 255 号における主な変更・追加内容をご紹介します。 

1. 関連者 

関連者の定義については、基本的に政令第 132 号及び政令第 20 号の規定を踏襲し

ていますが、政令第 255 号ではい以下の点が追加・明確化されています。 

- 貸付・借入取引: 出資者の出資持分の 10%以上に相当する金額の貸付・借入に加え、

企業を経営・支配する個人、または当該個人と家族関係にある個人との間で出資持

分の 10%以上に相当する貸借取引を行う場合も、関連者関係とみなされます。 

- 金融取引:国が定款資本金の 100%を保有する組織が債権者又は保証人である場合で

あっても、当該組織が債務者又は被保証者である企業の経営、支配、出資又は投資

に直接的又は間接的に関与していない場合には、関連者関係には該当しません。独

立した銀行又は信用機関からの通常の商業融資についても、関連者関係の判定から

除外されます。 

2. 関連者間取引価格の申告、決定及び管理に使用するデータベース 

- 第 17 条第 1 項において、関連者間取引価格の申告、決定及び管理に使用される国家

データベースに関する規定が新たに追加されました。 
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- 第 17 条第 3 項において、データベースの使用優先順位について、以下のとおり規定

されています:  

▪ 証券市場において公開されている企業の情報・データ、国内外の商品・サービス

取引所において公開されている情報・データ、国家データベースの情報、国内の省

庁又はその他の公式な情報源により公開されている情報 

▪ 商業データベース 

▪ 税務管理データベース 

3. 国別報告書(CbCR)に関する遵守義務  

3.1 収益基準額及び換算為替レート 

- 従来の政令第 132 号では、国別報告書の作成義務を判定するための連結総収益基準

額は 1 兆 8,000 億 VND 以上と規定されており、これは納税者の当期の課税期間に基

づいて判定される VND 建ての固定額でした。 

- 政令第 255 号は、国別報告書の作成義務を判定するための連結総収益基準額を 7 億

5,000 万ユーロ以上に変更し、報告年度の直前の会計年度に基づいて判定すること

としました。7 億 5,000 万ユーロは、報告年度の直前年 12 月にベトナム国家銀行が

公表する中心為替レート又はクロスレートの平均値により VND に換算されます。 

3.2 報告書の提出対象者  

- 政令第 255 号は、納税者がベトナムで CbCRを提出する必要がない場合(各細目条件

を伴う a.1、a.2 項)及び提出が義務付けられる場合(法律第 108 号第 30 条に基づく

情報セキュリティ条件を伴う b.1~b.3 項)について、より詳細に規定しています。 

- 海外の最終親会社(UPE)の子会社であるベトナムの納税者は、UPE が居住地国にお

いて CbCR を作成・提出する義務を負っており、かつ有効な MCAA に基づき CbCR



 Nippon Mirai Company Limited. 

 

HO CHI MINH HEAD OFFICE  

5th Floor SFC Building, No.9 Dinh Tien Hoang Street, 

Saigon Ward, Ho Chi Minh City, Vietnam 

Tel: +84766 551 686 

HA NOI OFFICE (Inside AIC Viet Nam) 

8th Floor, Vinafor Building, 127 Lo Duc Street, Hai 

Ba Trung Ward, Hanoi, Vietnam 

Tel: +84766 551 686 

 

 

 

   

 

   

 

 

がベトナムと自動的に交換される場合、ベトナムで CbCR を提出する必要はありま

せん。  

- UPE が居住地国において CbCR を作成・提出する義務を負っていない場合、ベトナ

ムとの間で有効な MCAA が存在しない場合、又は情報交換が体系的に行われない状

況が生じた場合、ベトナムの納税者はベトナム税務当局に CbCR を提出する義務を

負います。  

また、各国・地域間の収益基準額、換算通貨又は収益算定原則の相違により、UPE

が CbCR の提出義務を負わない場合、ベトナムの納税者は CbCR を提出する必要は

ありません。 

3.3 国別報告書の様式、提出方法及び提出期限 

- 国別報告書は暗号化されたXML形式で作成し、税務管理情報システムを通じて提出

します(第 19 条第 4 項、第 5 項)。 

- ベトナムの納税者は、国別報告書の提出対象者に関する通知書(様式 01/TB-BCLN)

を税務当局に提出する義務があります。この通知書は、国別報告書に関する義務が

初めて発生した際に提出するものであり、情報に変更があった場合は変更日から 90

日以内に更新して提出する必要があります(第 19 条第 2 項 d 号)。 

4. 関連者間取引価格算定資料の作成免除に係る収益基準額の調整 

移転価格文書の作成免除要件となる売上高の基準を、2,000 億 VND から 5,000 億

VND 未満へ引き上げる。具体的には、納税者が流通業では 5％以上、製造業では

10％以上、加工業では 15％以上の EBIT／売上高の最低比率を満たす場合、関連者

間取引に係る移転価格文書の作成が免除される。同時に、第 20 条第 2 項 c 号に規定

されている「単純な機能による事業活動（simple functions）」という要件を廃止

する。 
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5. 経過措置 

関連者間取引を行う企業に対する税務管理を規定する 2025 年 2 月 10 日付政令第

20/2025/NĐ-CP 号第 3 条に基づき支払利息費用に関する経過措置の対象となる企

業については、同条の規定に従い、残存期間について、引き続き経過措置が適用さ

れます(第 23 条第 3 項)。 

 

 

 


